














































（１）�こどもの健全育成
　当社は、「社会貢献活動」や「金融・保険教育」を
通じて、こどもの健全育成に取り組んでいます。
　本社所在地である神田地区では、町内会が企画
する「こども縁日」の運営に協力し、猛暑のなかご
来場されたご家族に飲み物を提供する等、安心・
安全な場づくりを支援しました。
　金融教育では、高校生等を対象に職員が講師と
なり、「ライフイベントとお金の関係」や「お金の
管理の仕方」等をテーマにした対話型の授業を実
施しました。授業はグループワークを基本として
いますが、各グループにひとりの職員がサポート
役として伴走し、ケーススタディの進行や質問対
応を行なうことで、実践的な理解の定着を促しま
した。2025年度は4校で計9回開催し、延べ40人
以上の職員が参加し、将来に役立つ金融リテラ
シーの向上を後押ししました。
　また、NPOと連携し、未来世代への貢献を目的
とした職員向けのワークショップを開催し、その

なかで作成した「知育パズル（積み木）」を保育園
に寄贈しました。創造性や協働性を育む学びの機
会を提供する等、地域とともにこどもたちの成長
環境の充実を進めています。

3. 具体的な取組事項

（２）�環境保全・気候変動への対応
　当社の課題でもある業務効率化と一体で、ペー
パーレス化を推進しています。システムの再構築
を含む抜本的なBPR（業務プロセス改革）を通じ
て実現されるドキュメントの電子化と、各役職員
の日常業務における意識改革を通じて実現され
る節減の双方の観点から取り組んでいます。
　前者については、これまで契約者様あてに紙で
お送りしていた文書のWeb化を進めています。
一方、後者については、毎月の各部のOA用紙使
用量を、社内ニュースとして掲載することで、役
職員のペーパーレスに対する意識の醸成を図っ
ています。会議資料のペーパーレス化や、印刷が
必要な場合も両面印刷や2in1印刷を活用する
等、ペーパーレス化の取組みを推進しています。
　また、職員の環境課題への理解を深めるため
に、環境保全に関するセミナーを開催していま
す。2025年は、NPOから講師の方をお招きし、森
林保全に関するセミナーを開催し、森林が地球温
暖化防止や防災に果たす役割の重要性について
学びました。

（３）地方創生の推進
　地方創生の推進に向け、地域行事の支援と安
全・安心の基盤づくりに継続して取り組んでいま
す。2025年5月には、日本三大祭の一つである神
田祭の運営に協力しました。当社をはじめ明治安
田グループの役職員49名が神輿の担ぎ手や交通
整理等の運営サポートに参加したほか、多数の役
職員が沿道から声援を送り、地域住民のみなさま

森林保全に関するセミナー

社内ニュース

【環境方針】
　当社は、「確かな安心を、いつまでも」という経営理念のもと、人々が安心して暮らせる地球環境を永続的に保全
することが人類共通の重要課題であると認識し、事業活動のあらゆる面において地球環境との調和を図ること
で、持続可能な社会の実現に貢献します。

  1. 環境保全に資する取組みの推進
　損害保険事業を展開するにあたり、環境に及ぼす影響に配慮し、地球温暖化の抑制や環境汚染の防止に努
めるとともに、事業活動を通じ環境課題の解決に取り組みます。

  2. 事業活動における資源とエネルギーの有効活用
　事業活動に伴い発生する環境への負荷を低減させるため、省資源・省エネルギー、資源のリサイクル、およ
び環境配慮型製品の購入等を推進し、資源とエネルギーの有効活用に努めます。

  3. 環境関連諸法規の遵守
　環境保全に関連する、法令・規制等を遵守します。

  4. 環境保全への意識の向上と活動を通じた社会貢献
　全従業員に本方針を徹底することで、環境保全に対する意識の向上を図り、地域社会における活動への参
加・協賛をはじめ、環境保全活動に積極的に参画することで、暮らしやすいまちづくりに貢献します。

  5. 環境への取組みの継続的な改善・高度化
　取組状況を検証し、必要な見直しを行なうことにより、その継続的な改善に努めます。

こども縁日

知育パズルの寄贈
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イ． 賠償責任の保険
①施設所有（管理）者賠償責任保険
　工場、事務所、店舗等の各種施設の構造上の
欠陥や管理の不備による偶然な事故、またはそ
の施設を拠点としてその内外で行なう業務の
遂行中に生じる偶然な事故により、法律上の損
害賠償責任を負担することによって生じた損
害について保険金をお支払いします。
②生産物賠償責任保険
　生産、販売した物（生産物）が他人に引き渡さ
れた後、または行なった仕事が終了した後、そ
の生産物または仕事の結果によって生じる偶
然な事故により、法律上の損害賠償責任を負担
することによって生じた損害について保険金
をお支払いします。
③請負業者賠償責任保険
　ビル建設、道路建設、土木工事等の請負業者

が行なう仕事の遂行中に生じる偶然な事故、ま
たは請負作業を行なうために所有、使用、管理
している施設の欠陥や管理の不備による偶然
な事故により、法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって生じた損害について保険金を
お支払いします。

ウ． 地震保険
　居住用建物および家財について、地震、噴火、津
波によって生じた火災、損壊、埋没、流失によって
保険の対象が損害を被った場合に保険金をお支
払いします。ご希望されない場合を除き各種火災
保険とセットで契約し、基本契約の30％〜 50％
に相当する額の範囲内で地震保険金額（他の地震
保険契約を含め建物5,000万円、家財1,000万円
が限度となります）を設定します。

2. 主な商品の開発・改定状況
　当社において、2022年4月以降実施した主な商品（特約を含む）の開発・改定状況は以下のとおりです。

年月 主な商品の開発・改定状況
2022年 4月 傷害保険「熱中症補償特約」「食中毒補償特約」の新設

取引信用保険の商品改定
6月 医療保険「普通保険約款」「女性疾病手術特約（特定障害手術あり）」の改定

10月 会社役員賠償責任保険（D&O保険）の商品改定※

火災保険・地震保険の料率改定
2023年 4月 団体長期障害所得補償保険の商品改定
2024年 4月 傷害保険・団体長期障害所得補償保険の商品改定

8月 会社役員賠償責任保険(Ｄ＆Ｏ保険)の商品改定
10月 火災保険の料率改定

2025年 10月 傷害保険「弁護士費用補償特約」の新設
傷害保険の料率改定

※�サステイナビリティ経営の一環として、2022年度に会社役員賠償責任保険（D&O保険）において「健康経営割引」を新設し、企業・団体の健
康経営を支援しています。

　企業は、自らを取り巻くリスクを管理し（リス
クマネジメント）、これらのリスクが顕在化しな
いよう予防・排除の対策を講じ（リスクコント
ロール）、残ったリスクに対しては、保険等による
外部へのリスク移転や、積立金や準備金等による
リスク保有で対応します（リスクファイナンス）。
　当社では、リスクマネジメントによる「保険へ
のリスク移転」の手法を一歩進めたリスクソ
リューション®というサービス・コンセプトを日
本においていち早く打ち出し、専門部署を設置す
るとともに、企業のリスク課題に対し、コンサル
ティングを含む保険商品・サービスのご提供を通
じてソリューション（解決策）をご提供していま
す。
　現在、当社独自のリスクソリューション®型商
品として、信用リスク分野の課題に対し、法人の
お客さまの与信管理の充実に役立つ「取引信用保
険」や「輸出取引信用保険」を、オペレーショナル
リスク分野の課題に対し、経営者のみなさまの賠
償責任リスクに対応する「会社役員賠償責任保険

（D&O保険）」、金融機関向けにインターネットバ
ンキング不正使用に係る被害等を補償する「企業
犯罪補償保険（販売名称：クライムガード）」等
を、販売しています。※1

※1  �商品内容については、60ページをご参照ください。

　代理店は、お客さまのニーズを的確に把握し、
適切な商品をご提供する等、お客さまと保険会社
を結ぶ重要な役割を担っています。
　代理店は、当社との代理店委託契約に基づき委
託された保険種類について、当社を代理して主に
次の業務を行ないます。

・保険契約の締結
・保険契約の変更・解約等のお申し出の受付
・保険料の領収または返還
・保険料領収証の発行および交付
・保険の対象の調査
・保険契約の維持・管理
・保険契約の満期更改業務　　等

　保険会社は「保険業法」をはじめその他の法令
や、金融庁・管轄財務局の監督に基づき、代理店に
適正な保険契約の募集および業務遂行を指導す
ることが求められています。
　損害保険代理店制度は、お客さまサービスの充
実ならびに代理店の資質の向上等を目的とする
制度で、各損害保険会社が独自の制度を運営して
います。
　当社においては、企業・団体のお客さまに最適
な商品と最優のサービスを提供するとともに、代
理店の高度な業務能力と保険募集における適正
な業務遂行を確保するため、以下の代理店教育・
管理・指導を行なっています。

<代理店登録・募集人届出>
　損害保険の募集を行なうことができる者の範
囲は、保険業法により「損害保険会社の役員もし
くは使用人」と「損害保険代理店またはその役員
もしくは使用人」とされています。損害保険代理
店は、保険会社と代理店委託契約を結んだ後、内
閣総理大臣の登録を受けなければなりません。ま
た、代理店の役員もしくは使用人として保険の募
集に従事する者は、内閣総理大臣に届け出る必要
があります。

<代理店教育>
　当社の代理店教育は、お客さまのさまざまな
ニーズにお応えし、充実したサービスを提供でき
る代理店の育成を目的としています。損害保険代
理店資格試験制度を通じた代理店の知識レベル
の確保と向上、各種の情報提供や代理店商品教
育・研修の施策を通じた募集コンプライアンス、
商品・引受知識、事務・事故対応サポート等、業務
対応力のいっそうの向上をめざして教育を行
なっています。
　なお、一般社団法人日本損害保険協会が実施し
ている「損害保険募集人一般試験」は、損害保険の
基礎や募集コンプライアンス等に関する「基礎単
位」と、「自動車保険」、「火災保険」、「傷害疾病保
険」に関する商品単位（3単位）により構成されて
おり、各単位は5年ごとの更新制となっています。

3. リスクソリューション®サービス

4. 代理店の役割と業務内容

5. 損害保険代理店制度および募集態勢
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4. 正味支払保険金の額および元受正味保険金の額

5. 受再正味保険金の額および回収再保険金の額

（１）受再正味保険金� （単位：百万円、％）

種　目� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

火 災 169 23.7 113 15.6 89 16.1
海 上 58 8.2 41 5.7 20 3.7
傷 害 0 0.1 0 0.1 0 0.1
自 動 車 0 0.0 0 0.0 0 0.0
自動車損害賠償責任 437 61.3 434 59.8 415 75.3
そ の 他 48 6.7 136 18.8 26 4.8
合 計 714 100.0 727 100.0 552 100.0

（２）回収再保険金� （単位：百万円、％）

種　目� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

火 災 52 29.8 34 12.0 23 13.2
海 上 6 3.4 4 1.6 1 0.9
傷 害 85 48.2 69 24.5 66 37.7
自 動 車 － － － － － －
自動車損害賠償責任 － － － － － －
そ の 他 33 18.6 174 61.8 85 48.2
合 計 177 100.0 282 100.0 176 100.0

2. 受再正味保険料の額および支払再保険料の額

（１）受再正味保険料� （単位：百万円、％）

種　目� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

火 災 200 27.6 196 28.5 317 39.1
海 上 98 13.4 101 14.8 100 12.4
傷 害 1 0.1 1 0.1 2 0.3
自 動 車 － － － － － －
自動車損害賠償責任 344 47.2 293 42.7 296 36.6
そ の 他 84 11.6 95 13.9 94 11.7
合 計 729 100.0 688 100.0 811 100.0

（２）支払再保険料� （単位：百万円、％）

種　目� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

火 災 354 24.0 378 26.2 445 30.0
海 上 21 1.5 21 1.5 20 1.4
傷 害 352 23.8 329 22.8 347 23.4
自 動 車 － － － － － －
自動車損害賠償責任 － － － － － －
そ の 他 748 50.7 717 49.6 669 45.2
合 計 1,477 100.0 1,447 100.0 1,482 100.0

3. 解約返戻金
� （単位：百万円）

種　目� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度

火 災 14 25 40
海 上 3 3 11
傷 害 20 14 21
自 動 車 － － －
自動車損害賠償責任 11 10 9
そ の 他 10 0 1
合 計 61 55 85

（注）解約返戻金は、元受解約返戻金、受再解約返戻金および積立解約返戻金の合計額を表示しております。

（１）正味支払保険金� （単位：百万円、％）

種　目� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

火 災 323 6.3 284 5.6 234 4.6
海 上 54 1.1 40 0.8 21 0.4
傷 害 4,116 79.8 4,189 82.2 4,146 81.2
自 動 車 0 0.0 △0 △0.0 0 0.0
自動車損害賠償責任 437 8.5 434 8.5 415 8.1
そ の 他 226 4.4 149 2.9 290 5.7
合 計 5,159 100.0 5,098 100.0 5,108 100.0

（注）�正味支払保険金は、元受正味保険金と他の保険会社へ再保険で支払った受再保険金の合計額から、出再先の保険会社から受け取る回収
再保険金を控除した保険金です。

（２）元受正味保険金� （単位：百万円、％）

種　目� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

火 災 207 4.5 204 4.4 168 3.6
海 上 2 0.0 3 0.1 2 0.1
傷 害 4,201 90.9 4,258 91.5 4,212 89.0
自 動 車 △0 △0.0 △0 △0.0 － －
自動車損害賠償責任 － － － － － －
そ の 他 211 4.6 187 4.0 348 7.4
合 計 4,622 100.0 4,654 100.0 4,733 100.0
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6. 正味損害率、正味事業費率およびその合算率
� （単位：％）

種　目 2023年度 2024年度 2025年度
正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率

火 災 62.7 60.5 123.2 33.8 52.7 86.4 19.1 51.5 70.6
海 上 67.7 32.6 100.3 47.2 27.9 75.0 25.7 29.1 54.8
傷 害 40.5 52.4 92.9 40.4 51.2 91.6 39.8 50.6 90.5
自 動 車 － － － － － － － － －
自動車損害賠償責任 127.2 － 127.2 147.9 － 147.9 140.0 － 140.0
そ の 他 14.8 61.9 76.8 10.2 61.8 72.0 20.3 68.8 89.0
合 計 40.2 52.6 92.8 38.3 51.5 89.8 37.7 51.7 89.5

（注）1. 正味損害率＝ 正味支払保険金+損害調査費──────────────正味収入保険料

2. 正味事業費率＝ 諸手数料及び集金費+保険引受に係る営業費及び一般管理費────────────────────────────正味収入保険料
3. 合算率=正味損害率+正味事業費率

9. 国内契約・海外契約別の収入保険料の割合
� （単位：％）

区　分� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度

国 内 契 約 98.8 98.9 98.2
海 外 契 約 1.2 1.1 1.8

（注）�上表は、収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計）について国内契約および海外契約の割合を記載
しております。

10. 出再を行なった再保険者の数
� （単位：社）

区　分� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度

出再先保険会社の数 13
（1）

14
（1）

15
（1）

（注）�1. �特約再保険を1,000万円以上出再している再保険者（プールを含む）を対象としております。
2. �（  ）内は、第三分野保険に関する数値を表しております（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積み立てない

とした保険契約に限ります）。

11. 出再保険料の上位5社の割合
� （単位：％）

区　分� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度

出再保険料のうち
上位5社の出再先に集中している割合

72.55
（99.52）

70.72
（100.00）

70.04
（100.00）

（注）�（  ）内は、第三分野保険に関する数値を表しております（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積み立てないと
した保険契約に限ります）。

7. 出再控除前の発生損害率、事業費率およびその合算率
� （単位：％）

種　目 2023年度 2024年度 2025年度
発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率

火 災 40.1 44.0 84.1 43.2 42.1 85.3 41.7 45.1 86.8
海 上 40.1 27.2 67.3 33.1 22.8 55.9 46.5 23.8 70.3
傷 害 40.1 51.3 91.4 38.3 50.0 88.3 34.2 50.0 84.2
（ 医 　 療 ） （58.4） （47.8） （48.0）
（ が 　 ん ） （　−） （　－） （　－）
（ 介 　 護 ） （　−） （　－） （　－）
（ そ の 他 ） （29.1） （32.4） （25.4）
自 動 車 － － － － － － － － －
そ の 他 20.2 53.2 73.4 21.1 47.1 68.2 17.3 52.4 69.7
合 計 37.0 51.1 88.1 35.8 48.8 84.5 32.4 49.7 82.1

（注）1. 地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しております。

2. 発生損害率＝ 出再控除前の発生損害額+損害調査費──────────────────出再控除前の既経過保険料

3. 事業費率＝ 支払諸手数料及び集金費+保険引受に係る営業費及び一般管理費──────────────────────────────出再控除前の既経過保険料
4. 合算率=発生損害率+事業費率
5. 出再控除前の発生損害額=支払保険金+出再控除前の支払備金積増額
6. 出再控除前の既経過保険料=収入保険料−出再控除前の未経過保険料積増額

8. 未収再保険金の額
� （単位：百万円）

区　分� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度

① 年度開始時の未収再保険金 341
（221）

148
（53）

113
（39）

② 当該年度に回収できる事由が発生した額 175
（59）

281
（39）

176
（39）

③ 当該年度回収等 367
（227）

317
（54）

208
（37）

④ ①+②−③＝年度末の未収再保険金 148
（53）

113
（39）

81
（41）

（注）1. 地震・自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いております。
2. �（  ）内は、第三分野保険に関する数値を表しております（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積み立てない

とした保険契約に限ります）。
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　時価会計導入を機に、業界として損害保険会社の開示利回りのあり方を見直した結果、従来の運用資
産利回り（インカム利回り）のみでは運用の実態を必ずしも適切に反映できないと考え、以下の二つの利
回りを開示しています。

（1）資産運用利回り（実現利回り）
　資産運用に係る成果を、当期の期間損益（損益計算書）への寄与の観点から示す指標です。分子は
実現損益、分母は取得原価をベースとした利回りです。

（2）（参考）時価総合利回り
　時価ベースでの運用効率を示す指標です。分子は実現損益に加えて時価評価差額の増減を反映さ
せ、分母は時価をベースとした利回りです。

　それぞれの利回りにつきましては、次ページの項目3、項目4をご参照ください。

3. 資産運用利回り（実現利回り）
� （単位：百万円、％）

区　分
�

年　度 2023年度 2024年度 2025年度
資産運用損益

（実現ベース）
平均運用額

（取得原価ベース） 利回り 資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース） 利回り 資産運用損益

（実現ベース）
平均運用額

（取得原価ベース） 利回り
預 貯 金 0 4,090 0.00 0 5,850 0.00 0 4,315 0.00 
コ ー ル ロ ー ン － － － － － － － － － 
買 現 先 勘 定 － － － － － － － － － 
債券貸借取引支払保証金 － － － － － － － － － 
買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － 
商 品 有 価 証 券 － － － － － － － － － 
金 銭 の 信 託 19 29,433 0.07 69 24,316 0.29 130 18,541 0.71 
有 価 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 式 ）
（ 外 国 証 券 ）
（その他の証券）

362
（� 190）
（� 0）
（�－ ）
（� 172）

23,823
（17,370）
（� 2）
（�－ ）
（� 6,451）

1.52
（� 1.10）
（� 7.50）
（�－ ）
（� 2.67）

434
（� 234）
（� 0）
（�－ ）
（� 199）

26,809
（�22,046）
（� 2）
（�－ ）
（� 4,761）

1.62
（� 1.06）
（� 7.50）
（�－ ）
（� 4.19）

546
（� 154）
（� 0）
（�－ ）
（� 391）

29,873
（�24,748）
（� 1）
（�－ ）
（� 5,122）

1.83
（� 0.63）
（� 7.56）
（�－ ）
（� 7.64）

貸 付 金 － － － － － － － － － 
土 地 ・ 建 物 110 3,964 2.78 112 3,889 2.89 112 3,839 2.92 
金 融 派 生 商 品 － － － 
そ の 他 0 0 0 
合 計 492 61,312 0.80 616 60,866 1.01 789 56,570 1.40 

（注）1. 資産運用利回り（実現利回り）＝ 資産運用収益+積立保険料等運用益−資産運用費用───────────────────────月平均運用額
2. 月平均運用額は区分毎の各月末残高（取得原価または償却原価）の合計額を12で除したものとしております。

4. （参考）時価総合利回り
� （単位：百万円、％）

区　分
�

年　度 2023年度 2024年度 2025年度
資産運用損益

（時価ベース）
平均運用額

（時価ベース） 利回り 資産運用損益
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース） 利回り 資産運用損益

（時価ベース）
平均運用額

（時価ベース） 利回り
預 貯 金 0 4,090 0.00 0 5,850 0.00 0 4,315 0.00 
コ ー ル ロ ー ン － － － － － － － － － 
買 現 先 勘 定 － － － － － － － － － 
債券貸借取引支払保証金 － － － － － － － － － 
買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － 
商 品 有 価 証 券 － － － － － － － － － 
金 銭 の 信 託 19 29,433 0.07 69 24,316 0.29 130 18,541 0.71
有 価 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 式 ）
（ 外 国 証 券 ）
（その他の証券）

1,678
（� 184）
（� 0）
（�－ ）
（� 1,493）

24,767
（17,370）
（� 2）
（�－ ）
（� 7,395）

6.78
（� 1.06）
（� 7.50）
（�－ ）
（�20.20）

421
（� 32）
（� 0）
（�－ ）
（� 388）

29,069
（22,041）
（� 2）
（�－ ）
（� 7,026）

1.45
（� 0.15）
（� 7.50）
（�－ ）
（� 5.53）

1,204
（� 102）
（� 0）
（�－ ）
（� 1,102）

32,120
（24,540）
（� 1）
（�－ ）
（� 7,577）

3.75
（� 0.42）
（� 7.56）
（�－ ）
（�14.54）

貸 付 金 － － － － － － － － －
土 地 ・ 建 物 110 3,964 2.78 112 3,889 2.89 112 3,839 2.92
金 融 派 生 商 品 － － － 
そ の 他 0 0 0 
合 計 1,808 62,256 2.90 603 63,126 0.96 1,447 58,817 2.46

（注）時価総合利回り＝（資産運用収益+積立保険料等運用益−資産運用費用）+（当期末評価差額※−前期末評価差額※）+繰延ヘッジ損益増減───────────────────────────────────────────────────月平均運用額+その他有価証券に係る前期末評価差額※+売買目的有価証券に係る前期末評価損益
※税効果控除前の金額による

2. 利息配当収入の額および運用利回り
（単位：百万円、％）

区　分� 年　度 2023年度 2024年度 2025年度
収入金額 利回り 収入金額 利回り 収入金額 利回り

預 貯 金 0 0.00 0 0.00 0 0.00
コ ー ル ロ ー ン － － － － － －
買 現 先 勘 定 － － － － － －
債券貸借取引支払保証金 － － － － － －
買 入 金 銭 債 権 － － － － － －
商 品 有 価 証 券 － － － － － －
金 銭 の 信 託 19 0.07 69 0.29 130 0.71
有 価 証 券 359 1.51 434 1.62 544 1.82
貸 付 金 － － － － － －
土 地 ・ 建 物 110 2.78 112 2.89 112 2.92
小 計 488 0.80 616 1.01 787 1.39
地 震 保 険 運 用 益 等 0 － 0 － 0 －
合 計 488 － 616 － 788 －

（注）1. �運用資産利回り（インカム利回り）＝ 利息及び配当金収入──────────月平均運用額
2. 月平均運用額は区分毎の各月末残高（取得原価または償却原価）の合計額を12で除したものとしております。
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� （単位：百万円、％）

科　目
�

年　度 2023年度
（2024年3月31日現在）

2024年度
（2025年3月31日現在）

2025年度
（2026年3月31日現在）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比
（負債の部）
保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金
責 任 準 備 金

そ の 他 負 債
共 同 保 険 借
再 保 険 借
外 国 再 保 険 借
債券貸借取引受入担保金
未 払 法 人 税 等
預 り 金
前 受 収 益
未 払 金
仮 受 金

賞 与 引 当 金
特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

24,212
5,689

18,523
16,159

112
15

179
13,754

500
117

9
701
768
251
841
841

35.65

23.80

0.37
1.24

25,060
5,883

19,176
14,775

109
6

171
12,480

263
114

9
805
814
222
815
815

39.92

23.54

0.35
1.30

25,765
5,737

20,028
13,508

120
8

176
10,994

426
116

9
961
695
290
831
831

40.41

21.19

0.46
1.30

負 債 の 部 合 計 41,464 61.06 40,873 65.12 40,395 63.35

（純資産の部）
資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金
株 主 資 本 合 計
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

10,000
8,455
6,967
1,487
6,363
3,032
3,330
3,330

24,818
1,627
1,627

14.73
12.45

9.37

36.55
2.40
2.40

10,000
8,455
6,967
1,487
1,843

992
851
851

20,298
1,596
1,596

15.93
13.47

2.94

32.34
2.54
2.54

10,000
8,455
6,967
1,487
2,847

992
1,854
1,854

21,302
2,064
2,064

15.68
13.26

4.47

33.41
3.24
3.24

純 資 産 の 部 合 計 26,445 38.94 21,895 34.88 23,367 36.65

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 67,909 100.00 62,769 100.00 63,763 100.00

貸借対照表の注記（2025年度）
（注）1．会計方針に関する事項は以下のとおりであります。

（1）有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
①�満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行なっております。
②��その他有価証券の評価は原則、期末日の市場価格等に基づく時価法により行なっております。なお、評価差額は全部純資産直

入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。
③��その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法により行なっております。

（2）�金銭の信託の評価基準及び評価方法は、時価法によっております。
（3）�有形固定資産の減価償却は定率法により行なっております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）

並びに2016年4月1日以降に取得した建物付属設備については、定額法により行なっております。
（4）�無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間に基づく定額法によっております。
（5）�外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行なっております。
（6）�貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上してお

ります。
破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実
質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と
認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。
今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証
による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き
当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引き当ててお
ります。
また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、勘定科目主管部が資産査定を実施し、当該部から独立した内部監査部が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行なっております。

（7）�保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによっております。
（8）�賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。
（9）�価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。

（10）�消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によってお
ります。
なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行なっております。

2．重要な会計上の見積り
会計上の見積りの開示に関する会計基準（企業会計基準第31号）に基づいて識別した重要な会計上の見積りは以下のとおりです。

支払備金
（1）�当年度の計算書類に計上した金額

当年度の貸借対照表の「支払備金」に5,737百万円計上しております。
（2）�会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

保険業法第117条、同施行規則第72条及び第73条の規定に基づき、保険契約に基づいて支払義務が発生した又は発生したと
認められる保険金等のうち、まだ支払っていない金額を見積り、支払備金として積み立てております。
①算出方法

支払事由の発生の報告があった保険契約については、支払事由の報告内容及び保険契約の内容に基づき個別に支払見込額
を見積もっております。
保険契約に規定する支払事由が既に発生しているものの、まだ支払事由の発生の報告を受けていないものについては、過去
の支払実績等を勘案して算出した最終損害額の見積りに基づき計上しております。

②翌年度の計算書類に与える影響
事案の進捗等により、保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見積りから変動する可能性があります。また、最終損
害額の見積りについては、見積手法の選択等に起因する不確実性を有しております。

3．（1）金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針

当社は、資産の運用にあたり、安全性・健全性・流動性に留意し、中長期的に安定収益を確保することを基本方針としておりま
す。運用資産は主に有価証券であり、国内の公社債による運用を基本としつつ、運用収益向上を企図して投資信託による運用
も行なっております。

②金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する主な金融資産は、国内の公社債を中心とする有価証券であり、満期保有目的の債券及びその他有価証券として
保有しております。これらは、金利リスクを中心とした市場関連リスク等に晒されております。投資信託は金利、株価、為替等
の市場関連リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。また、未払金その他の金融負債の支払等資金管理に関して流
動性リスクに晒されております。なお、当社はデリバティブ取引を行なっておりません。

③金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ 市場関連リスクの管理

当社は、市場関連リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め市場関連リスク管理を行なうとともに、リ
スク管理にかかわる審議等を行なうリスク管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告しております。
市場関連リスクの管理にあたっては、リスク管理上必要と判断される限度枠等を設定し、定期的に見直しを行なっておりま
す。さらに、当社ではVaR手法によるリスク量の計測に加えて、通常の予測を超えた急激な市場変動が発生する事態も想定
して、ストレステストを定期的に行なっております。

ⅱ �信用リスクの管理
当社は、信用リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め信用リスク管理を行なうとともに、リスク管理・
コンプライアンス委員会に取組状況を報告しております。信用リスクの管理にあたっては、保有資産全体の安全性・健全性
に鑑み、リスクが特定企業・グループ等に集中することのないよう運用先の分散を図るとともに、特に一定額以上の投融資
や重要度の高い案件については、経営会議等で検討のうえ、決裁する体制となっております。
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ⅰ 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

ⅱ 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産

（注1） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券

国債については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル1の時価に分類しております。
投資信託については、相場価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められる
ほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル2の時価に分類しております。

4. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項
当社では、東京都にある本社ビルにおいて一部賃貸をしており、当期末における当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は1,282百万
円、時価は1,870百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、社外の不動産鑑定士による鑑定評価によっております。ただし、
直近の評価時点から一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていないため、当該評価
額や指標を用いて調整した価額によっております。

5. �消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は11,230百万円であります。
6. �有形固定資産の減価償却累計額は2,829百万円であります。
7. �関係会社に対する金銭債権の総額は43百万円、金銭債務の総額は887百万円であります。
8. �繰延税金資産の総額は5,355百万円、繰延税金負債の総額は919百万円であります。また、繰延税金資産から評価性引当額として控

除した額は4,282百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金4,202百万円、支払備金533百万円、価格変動準備金240百万円及びソフト
ウェア213百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券に係る評価差額金840百万円、自動車損害賠償責任保険にかかる責任準備
金78百万円であります。

9. �（1）支払備金の内訳は次のとおりであります。
支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く）	 5,875百万円
同上にかかる出再支払備金	 315百万円
　差　引（イ）	 5,559百万円
地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ）	 177百万円
　　計　（イ+ロ）	 5,737百万円

（2）責任準備金の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前）	 6,026百万円
同上にかかる出再責任準備金	 717百万円
　差　引（イ）	 5,309百万円
その他の責任準備金（ロ）	 14,718百万円
　　計　（イ+ロ）	 20,028百万円

10. �1株当たりの純資産額は58,418円32銭であります。
算定上の基礎である純資産額は23,367百万円、普通株式の期末株式数は400千株であります。

11. 事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりません。
12. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券
　その他有価証券
　　国債
　　その他

6,121
－

－
8,734

－
－

6,121
8,734

資産計 6,121 8,734 － 14,856

（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券
　満期保有目的の債券
　　国債 16,974 － － 16,974

資産計 16,974 － － 16,974

ⅲ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社は、流動性リスク管理統括部署をリスク管理・コンプライアンス部と定め流動性リスク管理を行なうとともに、リスク
管理・コンプライアンス委員会に取組状況を報告しております。流動性リスクの管理にあたっては、低流動性資産の運用制
限、大口資金移動の事前把握等により、手元流動性水準を的確にコントロールしております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない
株式等は、次表には含めておりません（注2）。また、現金は注記を省略しており、預貯金、合同運用の指定金銭信託のうち預貯金と
同様の性格を有する金銭の信託、代理店貸及び債券貸借取引受入担保金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。

（注1） 有価証券取引に関する事項
有価証券

保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。
ⅰ �満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

ⅱ �その他有価証券の当事業年度中の売却額は1,968百万円であり、売却益の合計額は114百万円、売却損は112百
万円です。また、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

ⅲ �上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当事業年度において、減損処理を行なった有
価証券はありません。

ⅳ �当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

（注2） 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は、次のとおりであり、「その他有価証券」には含めておりません。

（注3） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。
　レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定した時価
　レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券

18,419
14,856

16,974
14,856

△1,444
－

資産計 33,275 31,831 △1,444

（単位：百万円）
種類 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの 公社債 3,546 3,554 8

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの 公社債 14,872 13,419 △1,453

合　計 18,419 16,974 △1,444

（単位：百万円）
種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

その他 8,429 5,239 3,189
　小計 8,429 5,239 3,189

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

公社債 6,121 6,381 △259
その他 305 330 △24
　小計 6,426 6,711 △284

合　計 14,856 11,951 2,905

（単位：百万円）
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 1

（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

有価証券
　満期保有目的の債券
　　国債
　その他有価証券のうち満期があるもの
　　国債

1,808

398

7,174

3,767

3,739

1,954

5,697

－
合　計 2,207 10,942 5,694 5,697
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2. 損益計算書
� （単位：百万円）

科　目
�

年　度 2023年度 2024年度 2025年度

（2023年4月 1 日から
2024年3月31日まで）（2024年4月 1 日から

2025年3月31日まで）（2025年4月 1 日から
2026年3月31日まで）

経 常 収 益
保 険 引 受 収 益

正 味 収 入 保 険 料
積 立 保 険 料 等 運 用 益
支 払 備 金 戻 入 額
為 替 差 益

資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 収 入
金 銭 の 信 託 運 用 益
有 価 証 券 売 却 益
積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替

そ の 他 経 常 収 益

15,529
14,917
14,862

25
29
－

594
469
19

130
△25

17

15,956
15,350
15,327

23
－
－

592
546
69
－

△23
12

16,757
15,856
15,692

17
146

0
885
657
130
114

△17
15

経 常 費 用
保 険 引 受 費 用

正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸 手 数 料 及 び 集 金 費
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
為 替 差 損

資 産 運 用 費 用
有 価 証 券 売 却 損

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費
そ の 他 経 常 費 用

支 払 利 息
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 の 経 常 費 用

14,450
9,651
5,159

819
3,235

－
436

0
127
127

4,670
1
1

－
0

14,739
10,063

5,098
778

3,336
194
653

1
－
－

4,648
27
26
－
0

15,163
10,267

5,108
814

3,492
－

851
－

112
112

4,709
73
72
0
0

経 常 利 益 1,078 1,216 1,594

特 別 利 益
特 別 法 上 の 準 備 金 戻 入 額

価 格 変 動 準 備 金

－
－
－

26
26
26

－
－
－

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金

7
0
7
7

0
0

－
－

19
3

16
16

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 　 期 　 純 　 利 　 益

1,071
568

△206
362
709

1,242
516

△51
465
777

1,574
711

△140
571

1,003

損益計算書の注記（2025年度）
（注）1. 関係会社との取引による収益総額は115百万円、費用総額は1,030百万円であります。

2.（1）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。
収入保険料	 17,175百万円
支払再保険料	 1,482百万円
　差　引	 15,692百万円

（2）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。
支払保険金	 5,285百万円
回収再保険金	 176百万円
　差　引	 5,108百万円

（3）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。
支払諸手数料及び集金費	 3,732百万円
出再保険手数料	 239百万円
　差　引	 3,492百万円

（4）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く）	 △242百万円
同上にかかる出再支払備金繰入額	 △101百万円
　差　引（イ）	 △140百万円
地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ）	 △5百万円
　　計　（イ+ロ）	 △146百万円

（5）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）	 83百万円
同上にかかる出再責任準備金繰入額	 △91百万円
　差　引（イ）	 175百万円
その他の責任準備金繰入額（ロ）	 676百万円
　　計　（イ+ロ）	 851百万円

（6）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。
預貯金利息	 0百万円
有価証券利息・配当金	 544百万円
不動産賃貸料	 112百万円
その他利息・配当金	 0百万円
　　計	 657百万円

3. �損害調査費、営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は確定拠出年金の拠出額43百万円及び前払退職金60百万円であ
ります。

4. �1株当たりの当期純利益金額は2,509円29銭であります。
算定上の基礎である当期純利益金額及び普通株式に係る当期純利益金額は1,003百万円、普通株式の期中平均株式数は400千株で
あります。
潜在株式調整後1株当たりの当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

5. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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3. 貸借対照表の推移
� （単位：百万円）

科　目�
年　度 2021年度末 2022年度末 2023年度末 2024年度末 2025年度末

資
産
の
部

現 金 及 び 預 貯 金
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
そ の 他 資 産
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金

3,326
17,600
38,344
4,069
2,097
2,078

216
－

5,882
27,200
24,459
4,057
1,908
2,529

331
△0

4,822
29,000
26,140
3,950
1,668
2,158

169
△0

5,314
18,900
30,743
3,855
1,581
2,170

203
△0

4,930
17,500
33,277
3,821
1,978
2,102

153
△0

資 産 の 部 合 計 67,732 66,368 67,909 62,769 63,763

負
債
及
び
純
資
産
の
部

保 険 契 約 準 備 金
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

23,922
16,765

114
869
869

23,805
16,517

106
834
834

24,212
16,159

251
841
841

25,060
14,775

222
815
815

25,765
13,508

290
831
831

負 債 の 部 合 計 41,672 41,264 41,464 40,873 40,395

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ）
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

10,000
8,455
6,322

（  3,289）
24,777

1,282
1,282

10,000
8,455
5,969

（  2,937）
24,424

679
679

10,000
8,455
6,363

（  3,330）
24,818

1,627
1,627

10,000
8,455
1,843

（� 851）
20,298
1,596
1,596

10,000
8,455
2,847

（� 1,854）
21,302

2,064
2,064

純資産の部合計 26,060 25,104 26,445 21,895 23,367

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 67,732 66,368 67,909 62,769 63,763

4. 損益計算書の推移
� （単位：百万円）

科　目�
年　度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

経 常 収 益
保 険 引 受 収 益

正 味 収 入 保 険 料
収 入 積 立 保 険 料
積 立 保 険 料 等 運 用 益
支 払 備 金 戻 入 額
為 替 差 益

資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 収 入
金 銭 の 信 託 運 用 益
有 価 証 券 売 却 益
積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替

そ の 他 経 常 収 益

15,528
14,845
14,822

0
21
－
0

674
549

8
137

△21
8

16,192
14,994
14,724

－
22

246
0

1,187
637
13

559
△22

10

15,529
14,917
14,862

－
25
29
－

594
469
19

130
△25

17

15,956
15,350
15,327

－
23
－
－

592
546
69
－

△23
12

16,757
15,856
15,692

－
17

146
0

885
657
130
114

△17
15

経 常 費 用
保 険 引 受 費 用

正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸 手 数 料 及 び 集 金 費
満 期 返 戻 金
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
為 替 差 損

資 産 運 用 費 用
有 価 証 券 売 却 損

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費
そ の 他 経 常 費 用

支 払 利 息
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 の 経 常 費 用

13,581
9,256
4,919

764
3,206

6
270
88
－
－
－

4,323
1
1

－
0

15,326
10,537

6,336
846

3,224
－
－

129
－

324
324

4,460
2
1
0
0

14,450
9,651
5,159

819
3,235

－
－

436
0

127
127

4,670
1
1

－
0

14,739
10,063

5,098
778

3,336
－

194
653

1
－
－

4,648
27
26
－
0

15,163
10,267

5,108
814

3,492
－
－

851
－

112
112

4,709
73
72
0
0

経 常 利 益 1,947 866 1,078 1,216 1,594

特 別 利 益
特 別 法 上 の 準 備 金 戻 入 額

価 格 変 動 準 備 金

－
－
－

34
34
34

－
－
－

26
26
26

－
－
－

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金

130
0

130
130

2
2

－
－

7
0
7
7

0
0

－
－

19
3

16
16

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 　 期 　 純 　 利 　 益

1,816
703

△34
668

1,147

898
328
119
447
450

1,071
568

△206
362
709

1,242
516

△51
465
777

1,574
711

△140
571

1,003
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5. キャッシュ・フロー計算書
� （単位：百万円）

科　目
�

年　度 2023年度 2024年度 2025年度

（2023年4月 1 日から
2024年3月31日まで）（2024年4月 1 日から

2025年3月31日まで）（2025年4月 1 日から
2026年3月31日まで）

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー
税 引 前 当 期 純 利 益�（△は損失）
減 価 償 却 費
支 払 備 金 の 増 減 額�（△は減少）
責 任 準 備 金 の 増 減 額�（△は減少）
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額�（△は減少）
賞 与 引 当 金 の 増 減 額�（△は減少）
価格変動準備金の増減額�（△は減少）
利 息 及 び 配 当 金 収 入
有 価 証 券 関 係 損 益�（△は益）
支 払 利 息
有 形 固 定 資 産 関 係 損 益�（△は益）
その他資産（除く投資活動関連、�  
財務活動関連）の増減額� （△は増加）
その他負債（除く投資活動関連、�  
財務活動関連）の増減額� （△は減少）

小 　　　　　　　　　計
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

1,071
794

△29
436
△0
144

7
△469

△3
1
0

△56

△70

1,826
581
△1

△108
2,298

1,242
817
194
653
△0

△29
△26

△546
－
18
0

△623

120

1,822
617

△18
△756
1,664

1,574
683

△146
851

0
68
16

△657
△1
66
3

△895

55

1,617
693

△66
△548
1,696

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー
金 銭 の 信 託 の 増 加 に よ る 支 出
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
有価証券の売却・償還による収入
債券貸借取引受入担保金の増減額

資 産 運 用 活 動 計
（営業活動及び資産運用活動計） 

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
投資活動によるキャッシュ・フロー

△3,100
△6,384

5,921
△758

△4,321
（△2,022）

△21
△4,343

△3,700
△6,383

1,705
△1,273
△9,651

（△7,987）
△25

△9,676

△1,900
△5,698

3,788
△1,485
△5,296

（△3,599）
△83

△5,379

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー
配 当 金 の 支 払 額

財務活動によるキャッシュ・フロー
△315
△315

△5,296
△5,296

－
－

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 － － －

現金及び現金同等物の増減額�（△は減少） △2,359 △13,308 △3,683

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 33,082 30,722 17,414

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 30,722 17,414 13,730

（注）現金及び現金同等物の範囲
�　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わない取得日から満期日または償還日までの期間が3ヵ月以内の短期投資からなっております。

6. 株主資本等変動計算書

【2025年度（2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで）】� （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 10,000 6,967 1,487 8,455 992 851 1,843 20,298 1,596 1,596 21,895
当期変動額
　当期純利益 － － － － － 1,003 1,003 1,003 － － 1,003
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － － － － － 467 467 467

当期変動額合計 － － － － － 1,003 1,003 1,003 467 467 1,471
当期末残高 10,000 6,967 1,487 8,455 992 1,854 2,847 21,302 2,064 2,064 23,367

【2024年度（2024年 4月 1日から 2025年 3月 31日まで）】� （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 10,000 6,967 1,487 8,455 3,032 3,330 6,363 24,818 1,627 1,627 26,445
当期変動額
　剰余金の配当 － － － － 960 △6,256 △5,296 △5,296 － － △5,296
　当期純利益 － － － － － 777 777 777 － － 777

準備金から剰余金への振替 － － － － △3,000 3,000 － － － － －
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － － － － － △30 △30 △30

当期変動額合計 － － － － △2,040 △2,479 △4,519 △4,519 △30 △30 △4,549
当期末残高 10,000 6,967 1,487 8,455 992 851 1,843 20,298 1,596 1,596 21,895

【2023年度（2023年 4月 1日から 2024年 3月 31日まで）】� （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 10,000 6,967 1,487 8,455 3,032 2,937 5,969 24,424 679 679 25,104
当期変動額
　剰余金の配当 － － － － － △315 △315 △315 － － △315
　当期純利益 － － － － － 709 709 709 － － 709
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － － － － － 947 947 947

当期変動額合計 － － － － － 393 393 393 947 947 1,340
当期末残高 10,000 6,967 1,487 8,455 3,032 3,330 6,363 24,818 1,627 1,627 26,445
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6. 貸付金業種別内訳
　該当事項はありません。

7. 貸付金使途別内訳
　該当事項はありません。

8. 貸付金担保別内訳
　該当事項はありません。

9. 貸付金企業規模別内訳
　該当事項はありません。

10. 貸付金地域別内訳
　該当事項はありません。

11. 貸付金残存期間別残高
　該当事項はありません。

12. 住宅関連融資
　該当事項はありません。

4. 有価証券残存期間別残高

【2025年度末】� （単位：百万円）

区　分 １年以下 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
10年以下

10年超
合計（期間の定めのない

ものを含む ）
国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 式 ）

そ の 他 の 証 券

2,207
－
－
－
－

（－）
（－）

－

6,029
－
－
－
－

（－）
（－）

－

4,913
－
－
－
－

（－）
（－）

－

2,780
－
－
－
－

（－）
（－）

－

2,913
－
－
－
－

（－）
（－）

－

5,697
－
－
1

－
（－）
（－）

8,734

24,540
－
－
1

－
（－）
（－）

8,734
合 計 2,207 6,029 4,913 2,780 2,913 14,434 33,277

【2024年度末】� （単位：百万円）

区　分 １年以下 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
10年以下

10年超
合計（期間の定めのない

ものを含む ）
国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 式 ）

そ の 他 の 証 券

1,805
－
－
－
－

（－）
（－）

－

3,570
－
－
－
－

（－）
（－）

－

5,410
－
－
－
－

（－）
（－）

－

3,668
－
－
－
－

（－）
（－）

－

3,271
－
－
－
－

（－）
（－）

－

5,659
－
－
2

－
（－）
（－）

7,355

23,386
－
－
2

－
（－）
（－）

7,355
合 計 1,805 3,570 5,410 3,668 3,271 13,016 30,743

【2023年度末】� （単位：百万円）

区　分 １年以下 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
10年以下

10年超
合計（期間の定めのない

ものを含む ）
国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 式 ）

そ の 他 の 証 券

1,705
－
－
－
－

（－）
（－）

－

3,649
－
－
－
－

（－）
（－）

－

3,627
－
－
－
－

（－）
（－）

－

4,866
－
－
－
－

（－）
（－）

－

3,407
－
－
－
－

（－）
（－）

－

2,095
－
－
2

－
（－）
（－）

6,786

19,351
－
－
2

－
（－）
（－）

6,786
合 計 1,705 3,649 3,627 4,866 3,407 8,884 26,140

5. 業種別保有株式
� （単位：株、百万円、％）

区　分� 年　度 2023年度末 2024年度末 2025年度末
株数 金額 構成比 株数 金額 構成比 株数 金額 構成比

金 融 保 険 業 10 2 100.0 10 2 100.0 6 1 100.0
合 計 10 2 100.0 10 2 100.0 6 1 100.0

（注）1. 業種別区分は、証券取引所の業種分類に準じております。
2. 銀行業、保険業およびその他金融業は金融保険業として記載しております。
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16. 支払承諾の残高内訳
　該当事項はありません。

17. 支払承諾見返の担保別内訳
　該当事項はありません。

14. 元本補てん契約のある信託に係る債権の状況（保険金信託業務を行なう場合）
　該当事項はありません。

13. 保険業法に基づく債権
� （単位：百万円）

区　分� 年　度 2023年度末 2024年度末 2025年度末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危 険 債 権
三 月 以 上 延 滞 債 権
貸 付 条 件 緩 和 債 権
正 常 債 権

－
－
－
－

13,359

－
－
－
－

12,523

－
－
－
－

11,230
合 計 13,359 12,523 11,230

（注）1. �破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始または更生手続開始の申立て等により経営破綻に陥ってい
る債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権の額です。

2. �危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収お
よび利息の受取りができない可能性の高い債権の額です。

3. �三月以上延滞債権とは、3ヵ月以上延滞貸付金（元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している貸付金
（1.および2.に掲げる債権を除く）。以下同じ）の額です。

4. �貸付条件緩和債権とは、条件緩和貸付金（債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行なった貸付金（1.および2.に掲げる債権ならびに3ヵ月以上延滞貸付
金を除く））の額です。

5. �正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、1.から4.までに掲げる債権以外のものに区分される
債権の額です。

15. 有形固定資産
� （単位：百万円）

区　分� 年　度 2023年度末 2024年度末 2025年度末

土 地
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）

建 物
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）

建 設 仮 勘 定
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）

合 計
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）

2,593
（1,711）
（� 882）

1,299
（� 861）
（� 437）

－
（�－ ）
（�－ ）

3,893
（2,573）
（1,319）

2,593
（1,711）
（� 882）

1,216
（� 806）
（� 409）

－
（�－ ）
（�－ ）

3,809
（2,517）
（1,291）

2,593
（1,711）
（� 882）

1,187
（� 787）
（� 400）

1
（� 1）
（� 0）

3,782
（2,499）
（1,283）

リ ー ス 資 産 － － －
その他の有形固定資産 57 45 38
合 計 3,950 3,855 3,821

18. 保険契約準備金

（１）支払備金� （単位：百万円）

種　目� 年　度 2023年度末 2024年度末 2025年度末

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他

436
42

4,695
0

187
327

607
36

4,550
0

182
506

989
61

3,917
0

177
590

合 計 5,689 5,883 5,737

（２）責任準備金� （単位：百万円）

種　目� 年　度 2023年度末 2024年度末 2025年度末

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他

2,166
97

11,806
1,282

357
2,811

2,535
102

12,206
1,282

241
2,807

3,044
111

12,735
1,282

144
2,708

合 計 18,523 19,176 20,028
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19. 事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表

●自動車� （単位：百万円）
事故発生年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動
累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金

事故発生年度末 − − − − −
１ 年 後 − − − − − − − − − − − −
２ 年 後 − − − − − − − − −
３ 年 後 − − − − − −
４ 年 後 − − −

最終損害見積り額 − − − − −
累 計 保 険 金 − − − − −
支 払 備 金 − − − − −

●傷害� （単位：百万円）
事故発生年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動
累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金

事故発生年度末 4,128 5,334 4,278 4,223 4,111
１ 年 後 4,433 1.074 305 5,326 0.998 △8 4,226 0.988 △52 4,101 0.971 △122
２ 年 後 4,445 1.003 11 5,378 1.010 52 4,140 0.980 △86
３ 年 後 4,424 0.995 △20 5,343 0.993 △35
４ 年 後 4,350 0.983 △74

最終損害見積り額 4,350 5,343 4,140 4,101 4,111
累 計 保 険 金 4,236 5,151 3,787 3,344 1,991
支 払 備 金 113 192 352 756 2,119

●賠償責任� （単位：百万円）
事故発生年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動
累
計
保
険
金
＋
支
払
備
金

事故発生年度末 55 49 52 48 49
１ 年 後 39 0.715 △15 56 1.140 6 52 1.006 0 48 0.994 △0
２ 年 後 37 0.938 △2 46 0.830 △9 53 1.003 0
３ 年 後 34 0.911 △3 119 2.546 72
４ 年 後 26 0.771 △7

最終損害見積り額 26 119 53 48 49
累 計 保 険 金 25 117 34 26 5
支 払 備 金 1 2 18 21 44

（注）1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
2.「比率」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度1年間で変動した倍率を記載しております。
3.「変動」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度1年間で変動した額を記載しております。

20. 期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）
� （単位：百万円）

会計年度 期首支払備金 前期以前発生事故に係る
当期支払保険金

前期以前発生事故に係る
当期末支払備金 当期把握見積り差額

2025年度 5,653 2,631 2,695 326
2024年度 5,434 2,551 3,068 △185
2023年度 5,385 2,528 3,047 △190
2022年度 5,726 3,065 2,957 △296
2021年度 5,713 2,502 3,405 △194

（注）1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
2. 地震保険および自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しております。
3. 当期把握見積り差額=期首支払備金−（前期以前発生事故に係る当期支払保険金+前期以前発生事故に係る当期末支払備金）

21. 責任準備金の残高の内訳

【2025年度末】� （単位：百万円）

種　目� 区　分 普通責任
準備金

異常危険
準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当

準備金等 合　計

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他

1,286
64

3,139
－

144
846

1,745
47

9,579
1,282

－
1,862

12
－
－
－
－
－

－
－
15
－
－
－

－
－
－
－
－
－

3,044
111

12,735
1,282

144
2,708

合 計 5,482 14,517 12 15 － 20,028

【2024年度末】� （単位：百万円）

種　目� 区　分 普通責任
準備金

異常危険
準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当

準備金等 合　計

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他

1,100
57

3,004
－

241
999

1,421
45

9,185
1,282

－
1,808

13
－
－
－
－
－

－
－
16
－
－
－

－
－
－
－
－
－

2,535
102

12,206
1,282

241
2,807

合 計 5,403 13,744 13 16 － 19,176

【2023年度末】� （単位：百万円）

種　目� 区　分 普通責任
準備金

異常危険
準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当

準備金等 合　計

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自 動 車 損 害 賠 償 責 任
そ の 他

898
54

2,994
－

357
1,062

1,252
43

8,795
1,282

－
1,749

15
－
－
－
－
－

－
－
17
－
－
－

－
－
－
－
－
－

2,166
97

11,806
1,282

357
2,811

合 計 5,368 13,122 15 17 － 18,523

22. 責任準備金積立水準

区　分 2023年度末 2024年度末 2025年度末

積立方式
標準責任準備金対象契約 標準責任準備金 標準責任準備金 標準責任準備金
標準責任準備金対象外契約 平準純保険料式 平準純保険料式 平準純保険料式

積立率 100.0% 100.0% 100.0%
（注）1. �積立方式および積立率は、保険業法第3条第5項第1号に掲げる保険に係る保険契約および保険業法第3条第5項第1号に掲げる保険

を主たる保険としている保険契約を除いております。
2. �保険料積立金および積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金および積立

保険に係る払戻積立金について記載しております。
3. �積立率=（実際に積立てている普通責任準備金+払戻積立金）÷（下記（1）〜（3）の合計額）

（1）�標準責任準備金対象契約に係る平成8年大蔵省告示第48号に定める方式により計算した保険料積立金および払戻積立金（保険
業法施行規則第68条第2項に定める保険契約に限る）

（2）�標準責任準備金対象外契約に係る平準純保険料式により計算した2001年7月1日以降に保険期間が開始する保険契約に係る保
険料積立金、保険業法施行規則第68条第2項に定める保険契約以外の保険契約で2001年7月1日以降に保険期間が開始する保
険契約に係る払戻積立金ならびに2001年7月1日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金および払戻積立金

（3）�2001年7月1日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料
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25. 貸付金償却の額
　該当事項はありません。

23. 長期性資産
　該当事項はありません。

24. 引当金明細表

【2025年度】� （単位：百万円）

区　分 2024年度末
残高

2025年度
増加額

2025年度減少額 2025年度末
残高目的使用 その他

貸
倒
引
当
金

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特定海外債権引当勘定

－
0

－

－
0

－

－
0

－

－
－
－

－
0

－
退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

－
222
815

－
290
16

－
222

－

－
－
－

－
290
831

合 計 1,037 306 222 － 1,122

【2024年度】� （単位：百万円）

区　分 2023年度末
残高

2024年度
増加額

2024年度減少額 2024年度末
残高目的使用 その他

貸
倒
引
当
金

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特定海外債権引当勘定

－
0

－

－
－
－

－
－
－

－
0

－

－
0

－
退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

－
251
841

－
222

－

－
251

－

－
－
26

－
222
815

合 計 1,093 222 251 26 1,037

【2023年度】� （単位：百万円）

区　分 2022年度末
残高

2023年度
増加額

2023年度減少額 2023年度末
残高目的使用 その他

貸
倒
引
当
金

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
特定海外債権引当勘定

－
0

－

－
－
－

－
－
－

－
0

－

－
0

－
退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

－
106
834

－
251

7

－
106

－

－
－
－

－
251
841

合 計 942 258 106 0 1,093

26. 資本金等明細表

【2025年度】� （単位：百万円）

区　分 2024年度末
残高

2025年度
増加額

2025年度
減少額

2025年度末
残高

資　　　本　　　金 10,000 − − 10,000

うち既発行株式 普通株式 （400,000株）
10,000

（−）
−

（−）
−

（400,000株）
10,000

資本準備金及び
その他資本剰余金

（資本準備金）
株式払込剰余金 6,967 − − 6,967

（その他資本剰余金） 1,487 － － 1,487
合　　　　計 8,455 － － 8,455

利益準備金及び
任意積立金

（利益準備金） 992 － － 992
（任意積立金） － － － －
合　　　　計 992 － － 992

【2024年度】� （単位：百万円）

区　分 2023年度末
残高

2024年度
増加額

2024年度
減少額

2024年度末
残高

資　　　本　　　金 10,000 − − 10,000

うち既発行株式 普通株式 （400,000株）
10,000

（−）
−

（−）
−

（400,000株）
10,000

資本準備金及び
その他資本剰余金

（資本準備金）
株式払込剰余金 6,967 − − 6,967

（その他資本剰余金） 1,487 － － 1,487
合　　　　計 8,455 － － 8,455

利益準備金及び
任意積立金

（利益準備金） 3,032 960 3,000 992
（任意積立金） － － － －
合　　　　計 3,032 960 3,000 992

【2023年度】� （単位：百万円）

区　分 2022年度末
残高

2023年度
増加額

2023年度
減少額

2023年度末
残高

資　　　本　　　金 10,000 − − 10,000

うち既発行株式 普通株式 （400,000株）
10,000

（−）
−

（−）
−

（400,000株）
10,000

資本準備金及び
その他資本剰余金

（資本準備金）
株式払込剰余金 6,967 − − 6,967

（その他資本剰余金） 1,487 － － 1,487
合　　　　計 8,455 － － 8,455

利益準備金及び
任意積立金

（利益準備金） 3,032 － － 3,032
（任意積立金） － － － －
合　　　　計 3,032 － － 3,032
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再保険料
保険会社が自ら引き受けた契約を、他の保険会
社に引き受けてもらうときに支払う保険料（出
再保険料）のことをいいます。引き受けた保険
会社からは受再保険料と呼ばれています。

時価額
再取得価額から、使用による消耗分を差し引い
た金額をいいます。

事業費
保険会社の事業上の経費で、損害保険会計では

「損害調査費」、「営業費及び一般管理費」、「諸手
数料及び集金費」を総称していいます。

地震保険料控除制度
地震保険に加入している場合の保険料が一定
額を限度として所得税法上および地方税法上
の課税所得から控除される制度をいいます。

質権設定
火災保険等で、保険契約をした物件が災害に
あったときの保険金請求権を被保険者が他人

（質権者）に質入れすることをいいます。

支払備金
決算日までに発生した保険事故で、保険金が未
払いのものについて、保険金支払いのために積
み立てる準備金のことをいいます。責任準備金
とともに保険契約準備金を構成しています。

重要事項説明書
保険契約の内容を理解していただくことを目
的とし、特に重要な事項について記載した書面
です。重要事項説明書には、保険商品の内容を
理解するために必要な情報『契約概要』と保険
会社が保険契約者に対して注意喚起すべき情
報『注意喚起情報』を記載しています。

主契約と特約
保険契約の基本となる部分を主契約といいま
す。特約は、補償内容をさらに充実させるため
や保険料を分割払いにする等、希望にあった契
約内容にする目的で主契約にセットするもの
です。

正味収入保険料
保険契約者から受け取った保険料（元受保険
料）から再保険料を加減（出再保険料を控除し、
受再保険料を加算）、諸返戻（へんれい）金を控
除し、さらに積立保険の積立保険料部分を控除
した保険料をいいます。

責任準備金
将来おこりうる保険契約上の債務に対して保
険会社が積み立てる準備金のことをいい、以下
のものがあります。
①�普通責任準備金（決算後に残された、次年度以

降の保険期間の債務に備えて積み立てるもの）
②�異常危険準備金（異常災害損失に備えて積み

立てるもの）
③�危険準備金（保険契約に基づく将来の債務を

確実に履行するため将来発生が見込まれる
危険に備えて積み立てるもの）

④�払戻積立金、契約者配当準備金（積立保険に
おいて、満期返戻（へんれい）金、契約者配当金
として返戻（へんれい）すべき保険料中の払戻
部分、およびその運用益を積み立てるもの）

全損
保険の対象が完全に滅失した場合（火災保険で
あれば全焼、全壊）や、修理、回収に要する費用
が再取得価額または時価額を超えるような場
合のことです。なお、これらに至らない損害を
分損といいます。

損害保険契約者保護機構
保険業法に基づいて設立された法人です。経営
破綻した損害保険会社の保険契約者等を保護
し、これにより損害保険事業に対する信頼を維
持することを目的としています。
詳細につきましては、損害保険契約者保護機構
ホームページ（https://www.sonpohogo.
or.jp/）をご覧ください。

損害保険大学課程
「損害保険募集人一般試験」に合格した損害保
険募集人が、損害保険募集に関する知識・業務
のさらなるステップアップをめざす仕組みと
して損害保険業界として共通の内容で行なわ
れる代理店試験制度です。

この試験は、一般社団法人日本損害保険協会に
より実施され、損害保険の募集に関連の深い専
門知識を修得するための「専門コース」と、専門
コースの認定を取得した募集人が実践的な知
識・業務スキルをさらに修得するための「コン
サルティングコース」があります。試験に合格
し、所定の認定要件を充たす募集人は、認定申
請により、専門コースの合格者は「損害保険プ
ランナー」として、コンサルティングコースの
合格者は「損害保険トータルプランナー」とし
て認定されます。

損害保険募集人一般試験
損害保険募集人が保険商品に関する知識を確
実に身につけ、顧客ニーズに応じたわかりやす
い説明が行なえるよう、損害保険業界として共
通の内容で行なわれる代理店試験制度です。
この試験は、一般社団法人日本損害保険協会に
より実施され、損害保険の基礎や募集コンプラ
イアンスの知識等を検証する「基礎単位」と、消
費者向けの主要な商品の知識等を検証する「商
品単位」（自動車保険、火災保険、傷害疾病保険
各単位）により構成されます。
一般社団法人日本損害保険協会の会員各社（当
社を含む）は業界自主ルールとして、その試験
の合格を保険募集のための要件としています。

損害保険料率算出機構
「損害保険料率算出団体に関する法律」に基づい
て設立された法人です。損害保険における公正
な保険料率を算出する際の基礎とすることがで
きる参考データ等の算出を行なっています。

損害率
収入保険料に対する支払った保険金の割合を
いいます。保険会社の経営分析や保険料率の算
出に用いられます。通常は、正味支払保険金に
損害調査費を加えて正味収入保険料で除した
割合を指します。

そんぽADRセンター
（損害保険相談・紛争解決サポートセンター）

保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた
「指定紛争解決機関」です。損害保険に関する一
般的な相談やトラブルが起きた際に苦情解決
手続きと紛争解決手続きを行なっています。苦
情解決手続きでは、お客さまに助言をしたり、
損害保険会社に通知し対応を求めます。紛争解
決手続きでは、苦情解決手続きで解決しない場
合、中立・公正な立場の紛争解決委員が和解案
を提示し解決に導きます。

た行
第三分野

損害保険にも生命保険にも属さない、人のケガ
（傷害）や病気（疾病）、介護等に備える保険分野
のことです。

大数の法則
サイコロを１回振った場合、１〜６までのどの
数がでるかは偶然ですが、100回、1,000回と
振ると、それぞれの目がでる割合（確率）が６分
の１に近づいていくことがわかります。このよ
うに、一見偶然と思われる現象も、たくさんの
データを観察することによって、その発生率に
一定の法則を見いだすことができます。これを

「大数の法則」といいます。

超過保険・一部保険
保険金額（契約金額）が保険の対象である物の実
際の価額（保険価額）を超えることを超過保険と
いいます。これに対して、保険対象物の価額より
も、設定している保険金額が少ないことを一部
保険といい、この場合には、損害額が保険金額の
範囲内であっても、保険金額の実際の価額に対
する割合で保険金が減額されて支払われます。

重複保険
同一の被保険利益について、保険期間の全部ま
たは一部を共通にする複数の保険契約が存在
する場合を広義の重複保険といい、また、複数
の保険契約の保険金額の合計額が再取得価額
または時価（額）を超過する場合を狭義の重複
保険といいます。
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通知義務
保険契約の締結後に契約内容に変更が生じた
場合に、保険契約者または被保険者が保険会社
に連絡しなければならない義務のことです。例
えば、火災保険では住居を店舗に改造したりし
た場合等に通知義務が発生します。

積立勘定
積立保険（貯蓄型保険）において、その積立資産
を他の資産と区分して運用する仕組みのこと
をいいます。

積立保険
火災保険等の主要な補償機能に加え、保険契約
の満期時に一定の満期返戻（へんれい）金が支
払われる貯蓄機能をあわせもった長期の保険
のことです。

は行
被保険者

保険の補償を受ける人、または保険の対象とな
る人をいいます。保険契約者と同一人であるこ
ともあり、別人であることもあります。

被保険利益
ある物に偶然な事故が発生することにより、あ
る人が損害を被るおそれがある場合に、そのあ
る人とある物との間にある利害関係を被保険
利益といいます。損害保険契約は損害に対し保
険金を支払うことを目的としますから、その契
約が有効に成立するためには、被保険利益の存
在が前提となります。

分損
保険の対象の一部に損害が生じた場合のこと
で、全損に至らない損害をいいます。

法律によって加入が義務づけられている保険
「自動車損害賠償保障法」に基づく自賠責保険
（自動車損害賠償責任保険）等があります。

保険価額
被保険利益を金銭に評価した額、つまり保険事
故が発生した場合に被保険者が被る可能性の
ある損害の最高見積額です。

保険期間
保険会社が保険契約により補償の責任を負う
期間のことです。ただし、保険期間中であって
も保険料が支払われていないときには保険会
社の責任は開始しないと定めていることが多
いので、その場合は保険事故が発生しても保険
金は支払われません。

保険業法
保険事業の監督法規と保険事業を営む者の組
織およびその行為に関する規定を含む1939
年（昭和14年）制定（1996年（平成8年）改正施
行）の法律のことをいいます。保険事業が健全
に運営されることにより、保険契約者等を保護
するために定められています。

保険金
保険事故によって損害が生じた場合に、保険会
社が支払う金銭のことです。

保険金額
保険契約において設定する契約金額のことを
いい、保険契約者と保険会社との契約によって
定まります。保険事故が発生した場合に、保険
会社が支払う保険金の限度額となります。

保険契約者
保険会社に保険契約の申込みをする人をいい
ます。契約が成立すれば、保険料の支払義務を
負うことになります。

保険契約準備金
保険契約に基づく保険金支払い等の責任を果
たすため、保険業法および同施行規則は、保険
会社に特有の準備金を定めています。
これには、支払備金および責任準備金があり
ます。

保険事故
保険契約において、保険会社がその事実の発生
を条件として保険金の支払いを約束した偶然
な事実をいいます。例えば、火災、交通事故、人
の死傷等が該当します。

保険証券
保険契約成立後、その保険契約内容を証明する
ため、保険会社が作成し保険契約者にお渡しす
る書面のことです。

保険の対象
保険をつける対象のことをいいます。火災保険
での建物・家財等がこれにあたります。

保険引受利益
正味収入保険料等の保険引受収益から、正味支
払保険金や損害調査費、満期返戻（へんれい）金
等の保険引受費用と、保険引受に係る営業費及
び一般管理費を控除し、その他収支を加減した
ものです。なお、その他収支は自賠責保険に係
る法人税相当額等です。

保険法
契約当事者間における契約ルールについて定
めたもので、2010年（平成22年）４月１日に施
行された「平成20年法律第56号」のことをい
います。

保険約款
保険契約の内容を定めたもので、保険契約者の
保険料支払いや告知・通知の義務、また保険会
社が保険金を支払う場合の条件や支払額等に
ついて記載しています。保険約款には、同一種
類の保険契約のすべてに共通な契約内容を定
めた普通保険約款と、普通保険約款の規定内容
を補充・変更・限定する特約とがあります。

保険料
被保険者の被る危険を保険会社が負担する対
価として、保険契約者が保険会社に支払う金銭
をいいます。

保険料即収の原則
保険契約時に保険料全額を領収しなければな
らないという原則をいいます。なお、保険料分
割払特約等特に約定がある場合には、この原則
は適用されません。

保険料率
お支払いいただく保険料の保険金額に対する
割合のことをいいます。

ま行
満期返戻（へんれい）金

積立保険で、契約が満期まで有効に存続し、保
険料の全額払込みが完了している場合、満期時
に保険会社から支払われる金銭のことをいい
ます。その金額は契約時に定められています。

免責
保険金が支払われない場合のことをいいます。
保険会社は保険事故が発生した場合には、保険
契約に基づいて保険金支払いの義務を負いま
すが、特定の事柄が生じたときは例外として
その義務を免れることとなります。例えば、戦
争等によって生じた事故、保険契約者等が自
ら招いた事故等が免責事由にあたります。

免責金額
自己負担額のことです。一定金額以下の小さな
損害について、保険契約者または被保険者が自
己負担するものとして設定する金額をいいま
す。損害額からこの金額を差し引いて保険金を
お支払いすることがあります。

免責条項
損害が生じても保険金が支払われない場合（免
責）について定めた条項のことをいいます。保
険約款の条文に「保険金を支払わない場合」等
の見出しをつけています。

元受（もとうけ）保険
再保険に対応する用語で、ある保険契約につい
て再保険契約がなされているとき、再保険契約
に対する元の保険契約を元受保険といいます。
また、保険会社が個々の保険契約者と契約する
保険のすべてを指す場合があります。
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明治安田損害保険の現状2026
―2026年7月発行―

「明治安田損害保険の現状」は、保険業法第111条に基づいて作成したディ
スクロージャー資料（業務および財産の状況に関する説明書類）です。
また、本誌は保険募集を目的としたものではありません。保険商品の詳細
につきましては「商品パンフレット」等をご覧ください。

発行　明治安田損害保険株式会社　企画部
〒101-0048 東京都千代田区神田司町2-11-1

なお、お電話によるご照会は下記までお願いいたします。
〈お電話による相談窓口〉

お客さま相談室
0120－255－400
（平日9：00～17：00）

※夜間・休日・年末年始につきましては、受付専用となります。
※携帯電話からもご利用いただけます。
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